
 

資料５ 
電源開発促進税の推移（単位：銭／ｋｗｈ） 

 
・昭和４９年１１月～ 

８．５  （立地対策のみ） 

 
・昭和５５年７月～ 

３０．０  （うち立地対策：８．５／利用対策：２１．５） 

     
・昭和５８年１０月～ 

 ４４．５  （うち立地対策：１６．０／利用対策：２８．５） 

 
・平成９年４月～ 

 ４４．５  （うち立地対策：１９．０／利用対策：２５．５） 

          
・平成１５年１０月～ 

 ４２．５  （うち立地対策：１９．０／利用対策：２３．５） 

 
・平成１７年４月～ 

 ４０．０  （うち立地対策：１９．０／利用対策：２１．０） 

 
・平成１９年４月～ 

 ３７．５  （うち立地対策：１９．０／利用対策：１８．５） 

 
電源開発促進税の状況 

 

令和６年度税収額：３，１１０億円 
 ※電源開発促進税率：３７．５銭／ｋｗｈ 

 ※概ね１世帯当たり１５０円／月（１ヶ月４００ｋｗｈの場合） 

 
再エネ賦課金の状況 

 

令和７年度想定：３．１兆円 
 ※令和７年度賦課金単価：３．９８円／ｋｗｈ 

※概ね１世帯当たり１，５９２円／月（１ヶ月４００ｋｗｈの場合） 

 

【出典】経済産業省資料より佐藤信秋事務所作成 令和７年６月１２日 参議院国土交通委員会 自由民主党 佐藤信秋 


